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実施計画

第５次実施計画

911,450 911,450 940,977 940,977

1 総
市学校建設公社
に係る事務

学校建設公社運営事務
公社職

員
内
部

教育総務
課

55,000
予定通り事務を進
め、成果が出てい
る。

Ａ 55,000 7
公益法人に係
る事業

休・廃
止

有り
減
ら
す

1
市学校建設公社
に係る事務

教育総務
課

公社の事業資金
貸し付け

貸付額
55,000
千円

55,000
千円

55,000
公社の事業資金
貸し付け

貸付額
55,000
千円

55,000 7
公益法人に係
る事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23 事業の精算
減
ら
す

1
市学校建設公社
に係る事務

教育総務
課

公社理事会の開
催

公社理事会の
開催回数

３回 ４回
公社理事会の開
催

公社理事会の
開催回数

３回 7
公益法人に係
る事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23 事業の精算
予算
なし

1
市学校建設公社
に係る事務

教育総務
課

法人登記と主務
官庁（県教委）
への報告

神奈川県教育
委員会報告回
数（年間）

２回 ３回
法人登記と主務
官庁（県教委）
への報告

神奈川県教育
委員会報告回
数（年間）

２回 7
公益法人に係
る事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
市学校建設公社
に係る事務

教育総務
課

事業資金の借入
のための金融機
関との調整及び
契約

金融機関との
契約回数

２回 ２回

事業資金の借入
のための金融機
関との調整及び
契約

金融機関との
契約回数

２回 7
公益法人に係
る事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23 事業の精算
予算
なし

1
市学校建設公社
に係る事務

教育総務
課

学校建設公社の
庶務事務

経営状況の議
会への報告

平成２１
年６月

平成２１
年６月

学校建設公社の
庶務事務

経営状況の議
会への報告

６月 7
公益法人に係
る事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23 事業の精算
予算
なし

1
市学校建設公社
に係る事務

教育総務
課

公益法人制度改
正に向けた取り
組み

公益法人制度
改正に伴う組
織の方向性の
決定

平成２２
年３月

平成２２
年３月

公益法人制度改
正に向けた取り
組み

公益法人制度
改正に伴う組
織の方向性の
決定

３月 7
公益法人に係
る事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2 総
教育委員会の運
営

教育行政の推進
教育委員会会議の開催

教育委
員・教
育委員
会職員

内
部

教育総務
課

6,680
予定通り活動でき、
成果が出ている Ａ 6,877 2

事務局及び教
育委員会内の
総合調整

現状維
持

なし 維持

2
教育委員会の運
営

教育総務
課

教育委員会会議
の開催及び庶務

定例会・臨時
会等の開催回
数

１２回 １３回 6,192
教育委員会会議
の開催及び庶務

定例会・臨時
会等の開催回
数

１２回 6,192 2
事務局及び教
育委員会内の
総合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2
教育委員会の運
営

教育総務
課

教育委員の研修
及び会議等への
参加及び職員の
随行

研修会等への
参加回数

３回 ４回 47

教育委員の研修
及び会議等への
参加及び職員の
随行

研修会等への
参加回数

３回 123 2
事務局及び教
育委員会内の
総合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2
教育委員会の運
営

教育総務
課

定例会会議録作
成委託契約

定例会会議録
作成委託契約

１回 １回 441
定例会会議録作
成委託契約

定例会会議録
作成委託契約

１回 2
事務局及び教
育委員会内の
総合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
教育委員会の運
営

教育総務
課

定例会会議録作
成

会議録の作成
件数

１２回 １３回
定例会会議録作
成

会議録の作成
件数

１２回 552 2
事務局及び教
育委員会内の
総合調整

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

2
教育委員会の運
営

教育総務
課

臨時会・協議会
会議録作成

会議録の作成
件数

１２回 １３回
臨時会・協議会
会議録作成

会議録の作成
件数

１２回 2
事務局及び教
育委員会内の
総合調整

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

2
教育委員会の運
営

教育総務
課

教育委員による
学校訪問、関係
各課等との意見
交換の調整

実施回数 ４０回 ３８回

教育委員による
学校訪問、関係
各課等との意見
交換の調整

実施回数 ４０回 10 2
事務局及び教
育委員会内の
総合調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3 総
茅ヶ崎市教育委
員会表彰事務

教育委員会所管の学校及
び団体並びに個人の業績
を表彰する.

表彰対
象者
（市

民・各
種団

体・教
職員）

内
部

教育総務
課

294
期限までに作業を行
い、成果が出てい
る。

Ａ 502
現状維

持
なし 維持

3
茅ヶ崎市教育委
員会表彰事務

教育総務
課

候補者の推薦、
教育委員会の選
考・決定

候補者の選
考・決定時期

平成２１
年１１月

平成２１
年１１月

候補者の推薦、
教育委員会の選
考・決定

候補者の選
考・決定時期

１１月
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

実施計画
事業名

教育総務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

教育総務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）
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実施計画

第５次実施計画

911,450 911,450 940,977 940,977

実施計画
事業名

教育総務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

教育総務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

3
茅ヶ崎市教育委
員会表彰事務

教育総務
課

市教育委員会表
彰式

教育功労者に
対する表彰回
数

年１回 年１回 294
市教育委員会表
彰式

教育功労者に
対する表彰回
数（年間）

年１回 502
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

4 総
叙勲及び表彰
国・県・市等へ
の推薦

国又は公共に対する功
労，あるいは社会の各分
野における優れた行いを
表彰する.

表彰対
象者
（市

民・各
種団

体・教
職員）

内
部

教育総務
課

期限までに事務を進
め、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

4

叙勲及び表彰
国・県・市等へ
の推薦

教育総務
課

候補者の選考会
議及び庶務

内申及び推薦
回数

年２回 年２回
候補者の選考会
議及び庶務

内申及び推薦
回数（年間）

年２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5 総 職員研修事業 職員資質の向上
教育委
員会職

員

内
部

教育総務
課

10

雨天のため実施でき
ない回があり、別に
日に実施する調整が
できなかった。

Ｃ 30 5
人事・給与の
適正管理

現状維
持

なし 維持

5 職員研修事業
教育総務

課 学校職員研修
研修会の実施
回数

年２回 ０回 0 学校職員研修
研修会の実施
回数（年間）

年２回 10 5
人事・給与の
適正管理

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

5 職員研修事業
教育総務

課
学校図書館嘱託
員研修

研修会の実施
回数

年３回 ３回 10
学校図書館嘱託
員研修

研修会の実施
回数（年間）

年３回 20 5
人事・給与の
適正管理

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

6 総
安全衛生委員会
の運営

安全で衛生的な職場環境
維持

教育委
員会職
員・学
校職員

内
部

教育総務
課

30
会議の実施回数が半
分であるが、成果が
出ている。

Ｂ 20 5
人事・給与の
適正管理

現状維
持

なし 維持

6
安全衛生委員会
の運営

教育総務
課 職員研修の実施

研修の実施回
数・人数（年
間）

１１５人
１回

１１０人
１回

30 職員研修の実施
研修の実施回
数・人数（年
間）

１１５人
１回

20 5
人事・給与の
適正管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

6
安全衛生委員会
の運営

教育総務
課

安全衛生委員会
の開催

会議等の開催
回数
（年間）

６回 ３回
安全衛生委員会
の開催

会議等の開催
回数
（年間）

６回 5
人事・給与の
適正管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6
安全衛生委員会
の運営

教育総務
課

学校・給食施設
の安全点検

施設の安全点
検の実施個所
数

８施設 ８施設
学校・給食施設
の安全点検

施設の安全点
検の実施個所
数

８施設 5
人事・給与の
適正管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総 出張命令の調整 適正な旅費の執行
教育委
員会職

員

内
部

教育総務
課

1,392
期限までに処理し、
成果が出ている。 Ａ 1,700

現状維
持

なし 維持

7 出張命令の調整
教育総務

課
出張命令の審査
及び旅費計算

出張命令の審
査日数

２４１日 ２４１日 1,392
出張命令の審査
及び旅費計算

出張命令の審
査日数

２４３日 1,700
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

8 総
教育長・教育委
員の秘書業務

市民・各種団体との交際

教育
長・市
民・団

体

内
部

教育総務
課

52
適切に事務を進め、
成果が出ている。 Ａ 80

現状維
持

なし 維持

8
教育長・教育委
員の秘書業務

教育総務
課

教育長の秘書事
務及び交際費の
執行等

適正な予算・
事務管理日数

２４１日 ２４１日 52
教育長の秘書事
務及び交際費の
執行等

適正な予算・
事務管理日数

２４３日 80
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

9 総
教育要覧の編さ
ん

円滑な事務の遂行及び資
料作成

教育委
員会職
員・教
職員

内
部

教育総務
課

予定通り事務を進め
期限内に完了し、成
果が出ている。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

9
教育要覧の編さ
ん

教育総務
課

教育要覧の編さ
ん

各課・各学校
への要覧の作
成資料の提供
依頼月

１２月 １２月
教育要覧の編さ
ん

各課・各学校
への要覧の作
成資料の提供
依頼月

１２月
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

911,450 911,450 940,977 940,977

実施計画
事業名

教育総務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

教育総務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

9
教育要覧の編さ
ん

教育総務
課

教育行政資料の
収集

資料収集及び
整理対象数

５課３１
校

５課
３１校

教育行政資料の
収集

資料収集及び
整理対象数

５課３１
校

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9
教育要覧の編さ
ん

教育総務
課 教育要覧の作成

教育要覧の作
成部数

１８０部 ２００部 教育要覧の作成
教育要覧の作
成部数

１８０部
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10 総
教育総務課・学
校職員一般管理
事務

円滑な事務の遂行

教育委
員会職
員・学
校職員

内
部

教育総務
課

1,230
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,082
現状維

持
なし 維持

10

教育総務課・学
校職員一般管理
事務

教育総務
課

教育総務課・学
校職員必要経費
の支出

予算の執行日
数

２４１日 ２４１日 1,230
教育総務課・学
校職員必要経費
の支出

予算の執行日
数

２４３日 1,082
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11 総
事務局物品管理
事務

事務局管理物品等の整備

教育委
員会職
員・学
校職員

内
部

教育総務
課

1,281
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 2,689

現状維
持

なし 維持

11
事務局物品管理
事務

教育総務
課

小・中学校備品
の廃棄

廃棄回数 年２回 年２回 1,281
小・中学校備品
の廃棄

廃棄回数 年２回 2,489
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

11
事務局物品管理
事務

教育総務
課 学校文書の廃棄 廃棄回数 年１回 200

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

12 総
都市教育長協議
会事務

教育に関する諸般の事項
を研究し教育行政の円滑
な運営をする。

教育
長・教
育委員
会職員

内
部

教育総務
課

37
参加できない会議が
あったが、会議資料
を入手し対応した。

Ｃ 50
現状維

持
なし 維持

12
都市教育長協議
会事務

教育総務
課

全国教育長協議
会の会議への参
加及び庶務

会議等への参
加回数

年４回 ０回 37

全国教育長協議
会の会議への参
加及び庶務

会議等への参
加回数
（年間）

年４回 50
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

12
都市教育長協議
会事務

教育総務
課

湘南三浦管内教
育長会議への参
加及び庶務

会議等への参
加回数

年４回 ５回
湘南三浦管内教
育長会議への参
加及び庶務

会議等への参
加回数
（年間）

年４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

13 総
県下16市教育委
員会総務課長会
議に係る事務

教育に関する諸般の事項
を研究し教育行政の円滑
な運営をする。

教育委
員会職

員

内
部

教育総務
課

実施されたすべての
会議に出席し、成果
が出ている。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

13

県下16市教育委
員会総務課長会
議に係る事務

教育総務
課

県下16市教育委
員会総務課長会
議への参加及び
資料作成

会議等への参
加回数

年４回 ３回

県下16市教育委
員会総務課長会
議への参加及び
資料作成

会議等への参
加回数
（年間）

年４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14 総
神奈川県市町村
教育長会連合会
に係る事務

教育に関する諸般の事項
を研究し教育行政の円滑
な運営をする。

教育委
員

内
部

教育総務
課

10
実施されたすべての
会議に出席し、成果
が出ている。

Ａ 8
現状維

持
なし 維持

14

神奈川県市町村
教育長会連合会
に係る事務

教育総務
課

神奈川県市町村
教育長会連合会
の会議への参加
及び庶務（幹
事）

会議等への参
加回数

年３回 ２回 10

神奈川県市町村
教育長会連合会
の会議への参加
及び庶務（幹
事）

会議等への参
加回数
（年間）

年３回 8
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

15 総
長期休職者対応
臨時職員等の雇
用事務

長期休職者及び欠員不補
充職場に対し、その補充
のため臨時職員を雇用す
る。

臨時職
員

内
部

教育総務
課

1,049
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 19,080 4

臨時的職員の
人材確保

現状維
持

なし 維持

15

長期休職者対応
臨時職員等の雇
用事務

教育総務
課

臨時職員の採
用、配置、任
免、給与支給

雇用日数
（年間）

２４１日 ２４１日
臨時職員の採
用、配置、任
免、給与支給

雇用日数
（年間）

２４３日 0 4
臨時的職員の
人材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

15

長期休職者対応
臨時職員等の雇
用事務

教育総務
課

労務管理、労災
の対応

けが・事故等
の対応人数

６人 ７人 1,049
労務管理、労災
の対応

けが・事故等
の対応人数

６人 1,854 4
臨時的職員の
人材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

911,450 911,450 940,977 940,977

実施計画
事業名

教育総務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

教育総務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

15

長期休職者対応
臨時職員等の雇
用事務

教育総務
課

非常勤職員（事
務局職員）の採
用、配置、任
免、給与支給

雇用日数
（年間）

２４３日 1,823 4
臨時的職員の
人材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

15

長期休職者対応
臨時職員等の雇
用事務

教育総務
課

非常勤嘱託職員
（学校事務員）
の雇用及び給与
支給

採用人数 ４人 5,850 4
臨時的職員の
人材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

15

長期休職者対応
臨時職員等の雇
用事務

教育総務
課

臨時職員（市費
職員の欠員補
充）の雇用及び
給与支給

採用人数 ２人 9,553 4
臨時的職員の
人材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

16 総
出張命令の調整
（小学校）

適正な旅費の執行
学校職

員
内
部

教育総務
課

78,900
期限までに処理し、
成果が出ている。 Ａ 100

現状維
持

なし 維持

16
出張命令の調整
（小学校）

教育総務
課

出張命令の審査
及び旅費計算

出張命令の審
査日数

２４１日 ２４１日 78,900
出張命令の審査
及び旅費計算

出張命令の審
査日数 ２４３日 100

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17 総
小学校臨時職員
の雇用に関する
こと

職員数の抑制と事務の軽
減

臨時職
員・非
常勤職

員

内
部

教育総務
課

105,474
必要数を雇用し、成
果が出ている。 Ａ 113,300 4

臨時的職員の
人材確保

現状維
持

増
や
す

17

小学校臨時職員
の雇用に関する
こと

教育総務
課

学校図書館嘱託
員の雇用及び給
与支給

採用人数 １８人 １８人 8,640
学校図書館嘱託
員の雇用及び給
与支給

採用人数 １８人 8,640 4
臨時的職員の
人材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

17

小学校臨時職員
の雇用に関する
こと

教育総務
課

非常勤嘱託職員
（給食）の雇用
及び給与支給

採用人数 ９０人 ８７人 77,953
非常勤嘱託職員
（給食）の雇用
及び給与支給

採用人数 ９０人 91,575 4
臨時的職員の
人材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

17

小学校臨時職員
の雇用に関する
こと

教育総務
課

非常勤嘱託職員
（学校事務員）
の雇用及び給与
支給

採用人数 ４人 ４人 3,300

№16（長期休職
者対応臨時職員
等の雇用事務）
に統合

17

小学校臨時職員
の雇用に関する
こと

教育総務
課

臨時職員（市費
職員の欠員補
充）の雇用及び
給与支給

採用人数 ２人 ５人 2,825

№16（長期休職
者対応臨時職員
等の雇用事務）
に統合

17

小学校臨時職員
の雇用に関する
こと

教育総務
課

臨時職員（日直
代行員）の雇用
及び給与支給

採用人数 ３６人 ３９人 12,710
臨時職員（日直
代行員）の雇用
及び給与支給

採用人数 ３６人 13,014 4
臨時的職員の
人材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

17

小学校臨時職員
の雇用に関する
こと

教育総務
課

学校図書館嘱託
員の視察研修

研修参加人数 １８人 １８人 46
学校図書館嘱託
員の視察研修

研修参加人数 １８人 71 4
臨時的職員の
人材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17

小学校臨時職員
の雇用に関する
こと

教育総務
課

臨時職員の採用
及び庶務（配
置、任免、給与
支給）

採用人数 １４４人 １４４人

臨時職員の採用
及び庶務（配
置、任免、給与
支給）

採用人数 １４４人 4
臨時的職員の
人材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17

小学校臨時職員
の雇用に関する
こと

教育総務
課

非常勤嘱託職員
出退勤管理及び
年休付与

嘱託職員の人
数

９０人 ８７人
非常勤嘱託職員
出退勤管理及び
年休付与

嘱託職員の人
数

９０人 4
臨時的職員の
人材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17

小学校臨時職員
の雇用に関する
こと

教育総務
課

労災・雇用保険
手続き

けが・事故等
の対応人数

１４４人 １４４人
労災・雇用保険
手続き

けが・事故等
の対応人数

１４４人 4
臨時的職員の
人材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

18 総
小学校設備等の
管理運営に関す
ること

小学校の維持管理のため 小学校
施
管

教育総務
課

175,950
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 181,580 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

18

小学校設備等の
管理運営に関す
ること

教育総務
課

児童の家庭へ見
舞金等を支給

支給件数 ２０件 ６件 30
児童の家庭へ見
舞金等を支給

支給件数 ２０件 100 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

911,450 911,450 940,977 940,977

実施計画
事業名

教育総務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

教育総務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

18

小学校設備等の
管理運営に関す
ること

教育総務
課

小学校の管理運
営上の非配当予
算の執行

対象校
小学校
１８校

小学校
１８校

175,920
小学校の管理運
営上の非配当予
算の執行

対象校
小学校
１８校

181,480 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

19 総
小学校の再配当
予算の執行管理
に関すること

小学校の再配当予算の執
行管理

小学校
施
管

教育総務
課

71,348
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 72,900 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

19

小学校の再配当
予算の執行管理
に関すること

教育総務
課

小学校の管理運
営上の再配当予
算の執行管理

対象校
小学校
１８校

小学校
１８校

71,348
小学校の管理運
営上の再配当予
算の執行管理

対象校
小学校
１８校

72,900 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

20 総
小学校設備の維
持修繕

小学校施設設備の維持修
繕

小学校
施
管

教育総務
課

8,838
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 10,429 3

学校備品等整
備

未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

20
小学校設備の維
持修繕

　
教育総務

課 修繕 対象校
小学校
１８校

小学校
１８校

8,838 修繕 対象校
小学校
１８校

10,429 3
学校備品等整
備

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

21 総
小学校の備品整
備

小学校の教科用、学校図
書、管理用等備品の整備

小学校
施
整

小・中学校備
品整備（更
新）事業

教育総務
課

39,798
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 23,500 3

学校備品等整
備

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

21
小学校の備品整
備

　
教育総務

課

小学校の教科用
及び管理用備品
の整備

整備校
小学校
１８校

小学校
１８校

25,498
小学校の教科用
及び管理用備品
の整備

整備校
小学校
１８校

9,200 3
学校備品等整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

21
小学校の備品整
備

　
教育総務

課
小学校の図書室
用図書の整備

整備校
小学校
１８校

小学校
１８校

14,300
小学校の図書室
用図書の整備

整備校
小学校
１８校

14,300 3
学校備品等整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

22 総
小学校の理科教
育設備の整備

小学校の理科教育設備の
整備

小学校
施
整

教育総務
課

19,062
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 1,440 3

学校備品等整
備

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

22
小学校の理科教
育設備の整備

　
教育総務

課
理科教育設備の
整備

整備校
小学校
９校

小学校
１８校

19,062
理科教育設備の
整備

整備校 ９校 1,440 3
学校備品等整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

22
小学校の理科教
育設備の整備

教育総務
課

補助金の申請回
数

補助金の申請 年１回 年２回
補助金の申請回
数

補助金の申請 年１回 3
学校備品等整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

23 総
小学校の教材備
品等整備

小学校の義務教育教材備
品・消耗品の整備

小学校
施
整

教育総務
課

21,858
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 22,000 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

23
小学校の教材備
品等整備

　
教育総務

課

小学校の義務教
育教材備品等の
整備

整備校
小学校
１８校

小学校
１８校

21,858
小学校の義務教
育教材備品等の
整備

整備校
小学校
１８校

22,000 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

24 総
小学校の特別支
援学級の管理・
運営

小学校の特別支援学級の
管理・運営

小学校
施
管

教育総務
課

3,341
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 4,269 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

未 高 高 高
現状維

持
なし

増
や
す

24

小学校の特別支
援学級の管理・
運営

　
教育総務

課

小学校の特別支
援学級用設備の
整備

整備校
小学校
６校

小学校
６校

3,341
小学校の特別支
援学級用設備の
整備

整備校
小学校
６校

4,269 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

25 総
小学校の総合的
な学習予算の執
行

小学校における総合的な
学習の時間の充実

小学校
政
策

教育総務
課

5,082
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 5,298 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

未 高 高 高
現状維

持

増
や
す

25

小学校の総合的
な学習予算の執
行

　
教育総務

課
総合的な学習予
算の執行

整備校
小学校
１８校

小学校
１８校

5,082
総合的な学習予
算の執行

整備校
小学校
１８校

5,298 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す
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実施計画

第５次実施計画

911,450 911,450 940,977 940,977

実施計画
事業名

教育総務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

教育総務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

26 総
小学校の創意工
夫予算の執行

小学校における特色ある
学校づくりの推進

小学校
政
策

教育総務
課

2,865
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 3,054 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

未 中 中 中
現状維

持
維持

26
小学校の創意工
夫予算の執行

教育総務
課

創意工夫予算の
執行

実施校
小学校
１８校

小学校
１８校

2,865
創意工夫予算の
執行

実施校
小学校
１８校

3,054 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

27 総

（仮称）緑が浜
第二小学校建設
に伴う備品等の
整備

（仮称）緑が浜第二小学
校建設に伴う備品等の整
備

小学校
建設に
関わる
教職員

政
策

（仮称）緑が
浜第二小学校
校舎等建設事
業

教育総務
課

適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 187,811 1

（仮称）緑が
浜第二小学校
の開校

完 低 高 低
休・廃

止

減
ら
す

27

（仮称）緑が浜
第二小学校建設
に伴う備品等の
整備

教育総務
課

（仮称）緑が浜
第二小学校建設
に伴う備品等の
整備の検討

備品等予算要
求額の確定

１２月 １２月

（仮称）緑が浜
第二小学校建設
に伴う備品等の
整備

整備完了 ３月 187,806 1
（仮称）緑が
浜第二小学校
の開校

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 23 廃止
減
ら
す

27

（仮称）緑が浜
第二小学校建設
に伴う備品等の
整備

教育総務
課

（仮称）緑が浜
第二小学校の校
名の選考事務

校名の選考・
決定

９月 5 1
（仮称）緑が
浜第二小学校
の開校

不
可

必
要

不
可

済 無 なし 23 廃止
減
ら
す

28 総
教育委員会の予
算・決算関係資
料の作成

教育委員会内予算・決算
の総合調整

教育委
員会職
員・学
校職員

内
部

教育総務
課

適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

現状維
持

予算
なし

28

教育委員会の予
算・決算関係資
料の作成

教育総務
課

予算・決算等経
理に関する資料
の作成

資料作成回数 年２回 年２回
予算・決算等経
理に関する資料
の作成

資料作成回数 年２回 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

29 総
出張命令の調整
（中学校）

適正な旅費の執行
学校職

員
内
部

教育総務
課

8
期限までに処理し、
成果が出ている。 Ａ 14

現状維
持

なし 維持

29
出張命令の調整
（中学校）

教育総務
課

出張命令の審査
及び旅費計算

出張命令の審
査日数

２４１日 ２４１日 8
出張命令の審査
及び旅費計算

出張命令の審
査日数

２４３日 14
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

30 総
中学校臨時職員
の雇用に関する
こと

職員数の抑制と事務の軽
減

臨時職
員・非
常勤職

員

内
部

教育総務
課

15,433
必要数を雇用し、成
果が出ている。 Ａ 15,698 4

臨時的職員の
人材確保

現状維
持

なし
増
や
す

30

中学校臨時職員
の雇用に関する
こと

教育総務
課

学校図書館嘱託
員の雇用及び給
与支給

採用人数 １３人 １３人 6,240
学校図書館嘱託
員の雇用及び給
与支給

採用人数 １３人 6,240 4
臨時的職員の
人材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

30

中学校臨時職員
の雇用に関する
こと

教育総務
課

臨時職員（日直
代行員）の雇用
及び給与支給

採用人数 ２６人 ２７人 9,159
臨時職員（日直
代行員）の雇用
及び給与支給

採用人数 ２６人 9,399 4
臨時的職員の
人材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

30

中学校臨時職員
の雇用に関する
こと

教育総務
課

学校図書館嘱託
員の視察研修

研修参加人数 １３人 １３人 34
学校図書館嘱託
員の視察研修

研修参加人数 １３人 59 4
臨時的職員の
人材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

30

中学校臨時職員
の雇用に関する
こと

教育総務
課

臨時職員の採用
及び庶務（配
置、任免、給与
支給）

採用人数 ３９人 ４０人

臨時職員の採用
及び庶務（配
置、任免、給与
支給）

採用人数 ３９人 4
臨時的職員の
人材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

30

中学校臨時職員
の雇用に関する
こと

教育総務
課

労災・雇用保険
手続き

けが・事故等
の対応人数

３９人 ４０人
労災・雇用保険
手続き

けが・事故等
の対応人数

３９人 4
臨時的職員の
人材確保

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

31 総
中学校設備等の
管理運営に関す
ること

中学校の維持管理運営の
ため

中学校
施
管

教育総務
課

83,656
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 98,957 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

31

中学校設備等の
管理運営に関す
ること

教育総務
課

生徒の家庭へ見
舞金等を支給

整備校 １８件 ４件 20
生徒の家庭へ見
舞金等を支給

支給件数 １８件 90 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

911,450 911,450 940,977 940,977

実施計画
事業名

教育総務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

教育総務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

31

中学校設備等の
管理運営に関す
ること

教育総務
課

中学校の管理運
営上の非配当予
算の執行

整備校
中学校
１３校

中学校
１３校

83,636
中学校の管理運
営上の非配当予
算の執行

対象校
中学校
１３校

98,867 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

32 総
中学校の再配当
予算の執行管理
に関すること

中学校の再配当予算の執
行管理

中学校
施
管

教育総務
課

53,704
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 54,131 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

32

中学校の再配当
予算の執行管理
に関すること

教育総務
課

中学校の管理運
営上の再配当予
算の執行管理

整備校
中学校
１３校

中学校
１３校

53,704
中学校の管理運
営上の再配当予
算の執行管理

対象校
中学校
１３校

54,131 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

33 総
中学校設備の維
持修繕

中学校施設設備の維持修
繕

中学校
施
管

教育総務
課

7,352
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 8,396 3

学校備品等整
備

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

33
中学校設備の維
持修繕

　
教育総務

課 修繕 整備校
中学校
１３校

中学校
１３校

7,352 修繕 対象校
中学校
１３校

8,396 3
学校備品等整
備

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

34 総
中学校の備品整
備

中学校の教科用、学校図
書、管理用等備品の整備

中学校
施
整

小・中学校備
品整備（更
新）事業

教育総務
課

26,884
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 18,555 3

学校備品等整
備

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

34
中学校の備品整
備

　
教育総務

課

中学校の教科用
及び管理用備品
の整備

整備校
中学校
１３校

中学校
１３校

19,144
中学校の教科用
及び管理用備品
の整備

整備校
中学校
１３校

10,815 3
学校備品等整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

34
中学校の備品整
備

　
教育総務

課
中学校の図書室
用図書の整備

整備校
中学校
１３校

中学校
１３校

7,740
中学校の図書室
用図書の整備

整備校
中学校
１３校

7,740 3
学校備品等整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

35 総
中学校の理科教
育設備の整備

中学校の理科教育設備の
整備

中学校
施
整

教育総務
課

13,881
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 1,116 3

学校備品等整
備

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

35
中学校の理科教
育設備の整備

　
教育総務

課
中学校の理科教
育設備の整備

整備校 ７校
中学校
１３校

13,881
中学校の理科教
育設備の整備

整備校 ７校 1,116 3
学校備品等整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

35
中学校の理科教
育設備の整備

教育総務
課

国庫補助金の申
請

補助金の申請
回数

年１回 年２回
国庫補助金の申
請

補助金の申請
回数

年１回 3
学校備品等整
備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

36 総
中学校の教材備
品等整備

中学校の義務教育教材備
品・消耗品の整備

中学校
施
整

教育総務
課

20,954
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 21,050 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

36
中学校の教材備
品等整備

　
教育総務

課

中学校の義務教
育教材備品等の
整備

整備校
中学校
１３校

中学校
１３校

20,954
中学校の義務教
育教材備品等の
整備

整備校
中学校
１３校

21,050 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

37 総
中学校の特別支
援学級の管理・
運営

中学校の特別支援学級の
管理・運営

中学校
施
管

教育総務
課

1,732
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 1,771 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

37

中学校の特別支
援学級の管理・
運営

　
教育総務

課

中学校の特別支
援学級用設備の
整備

整備校
中学校
３校

中学校
３校

1,732
中学校の特別支
援学級用設備の
整備

整備校
中学校
３校

1,771 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

38 総
中学校の総合的
な学習予算の執
行

中学校における総合的な
学習の時間の充実

中学校
政
策

教育総務
課

4,003
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 4,033 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

38

中学校の総合的
な学習予算の執
行

　
教育総務

課

中学校の総合的
な学習予算の執
行

整備校
中学校
１３校

中学校
１３校

4,003
中学校の総合的
な学習予算の執
行

整備校
中学校
１３校

4,033 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

911,450 911,450 940,977 940,977

実施計画
事業名

教育総務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

教育総務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

39 総
中学校の創意工
夫予算の執行

中学校における特色ある
学校づくりの推進

中学校
政
策

教育総務
課

2,094
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 2,207 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

未 中 中 中
現状維

持
なし 維持

39
中学校の創意工
夫予算の執行

　
教育総務

課
中学校の創意工
夫予算の執行

実施校
中学校
１３校

中学校
１３校

2,094
中学校の創意工
夫予算の執行

実施校
中学校
１３校

2,207 6

教育委員会予
算の管理と学
校関係予算の
編成と執行管
理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

40 総
教育委員会人
事・給与管理業
務

人事・給与の適正な管理

教育委
員会職
員・学
校職員

内
部

教育総務
課

適切に事務を進め、
成果が出ている。 Ａ 5

人事・給与の
適正管理

現状維
持

なし
予算
なし

40

教育委員会人
事・給与管理業
務

教育総務
課

職員の採用及び
発令（昇級昇格
を含む）

教育委員会・
学校職員数

２５７人 ２５７人
職員の採用及び
発令（昇級昇格
を含む）

教育委員会・
学校職員数

２４６人 5
人事・給与の
適正管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

40

教育委員会人
事・給与管理業
務

教育総務
課

特別休暇、療養
休暇、育児休業
及び職務専念義
務の免除等の承
認

教育委員会・
学校職員数

２５７人 ２５７人

特別休暇、療養
休暇、育児休業
及び職務専念義
務の免除等の承
認

教育委員会・
学校職員数

２４６人 5
人事・給与の
適正管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

40

教育委員会人
事・給与管理業
務

　
教育総務

課 懲戒、分限処分 対象者数 適時 ０人 懲戒、分限処分 対象者数 適時 5
人事・給与の
適正管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

40

教育委員会人
事・給与管理業
務

　
教育総務

課
公務、通勤災害
の手続き

公務災害手続
人数

２５７人 ２５７人
公務、通勤災害
の手続き

公務災害手続
人数

２４６人 5
人事・給与の
適正管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

40

教育委員会人
事・給与管理業
務

　
教育総務

課
被服貸与の取り
まとめ

学校職員の被
服貸与人数

６２人 ６０人
被服貸与の取り
まとめ

学校職員の被
服貸与人数

６０人 5
人事・給与の
適正管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

41 総 職員の適正配置 教育行政事務の円滑化

教育委
員会職
員・学
校職員

内
部

教育総務
課

適正に事務を進め
た。 Ａ 5

人事・給与の
適正管理

現状維
持

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

41 職員の適正配置 　
教育総務

課 職員の適正配置
職員の適正配
置人数

２５７人 ２５７人 職員の適正配置
職員の適正配
置人数

２４６人 5
人事・給与の
適正管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

42 総
規則、規程及び
要綱の制定並び
に改廃

教育行政の推進
教育委
員会職

員

内
部

教育総務
課

適正に事務を進め、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

42

規則、規程及び
要綱の制定並び
に改廃

教育総務
課

教育委員会内の
規則、規程及び
要綱の制定並び
に改廃

審査及び公告
件数

４件 ６件

教育委員会内の
規則、規程及び
要綱の制定並び
に改廃

審査及び公告
件数

４件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

43 総
各種調査、統計
表の総括及び作
成

施策形成への反映及び適
切な事務執行の確保

県教育
委員会

内
部

教育総務
課

適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

43

各種調査、統計
表の総括及び作
成

教育総務
課

各種調査、学校
基本調査、地方
教育費調査等の
総括及び作成

学校基本調
査、地方教育
費調査票の作
成の時期

５月・８
月

５月
８月

各種調査、学校
基本調査、地方
教育費調査等の
総括及び作成

学校基本調
査、地方教育
費調査票の作
成の時期

５月・８
月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

44 総 教育行政相談
教育行政に対する理解の
向上

相談
者・教
育委員
会各課

内
部

教育総務
課

適正に事務を進め
た。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

44 教育行政相談
教育総務

課
教育相談の受付
及び各課調整

教育行政相談
回数

２４１日 ２４１日
教育相談の受付
及び各課調整

教育行政相談
回数

２４３日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

45 総
職員団体との交
渉

職場環境の改善、向上
教育委
員会職

員

内
部

教育総務
課

適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

911,450 911,450 940,977 940,977

実施計画
事業名

教育総務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

教育総務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

45
職員団体との交
渉

教育総務
課

職員団体との交
渉

団体交渉数 ２４１日 ２４１日
職員団体との交
渉

団体交渉数 ２４３日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

45
職員団体との交
渉

教育総務
課

労務に関する協
議及び相談

各課等協議及
び相談日数

２４１日 ２４１日
労務に関する協
議及び相談

各課等協議及
び相談日数

２４３日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

46 総
公印の保管及び
使用

教育行政事務の円滑化
教育委
員会職

員

内
部

教育総務
課

適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

46
公印の保管及び
使用

教育総務
課

公印の新調、改
刻及び廃止の手
続き並びに公印
の登録

公印印影使用
申請日数

２４１日 ２４１日

公印の新調、改
刻及び廃止の手
続き並びに公印
の登録

公印印影使用
申請日数

２４３日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

46
公印の保管及び
使用

教育総務
課

公印の使用審査
及び押印

審査日数 ２４１日 ２４１日
公印の使用審査
及び押印

審査日数 ２４３日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

47 総
文書の収受、発
送及び保存管理

教育委員会各課・学校の
文書の収受、発送及び保
存管理

職員・
学校職

員

内
部

教育総務
課

適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

47
文書の収受、発
送及び保存管理

教育総務
課

各課・学校文書
の年度収受及び
保存管理

対象とする
課・学校

９課
３１校

９課
３１校

各課・学校文書
の年度収受及び
保存管理

対象とする
課・学校

９課
３１校

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

48 総
学校文書管理の
推進（小学校）

学校文書の適正管理
学校職

員
内
部

教育総務
課

2,898
適切に事務を行って
いる。成果が上がる
ことが見込まれる。

Ｂ 1,300 8
学校文書管理
の推進

現状維
持

なし 維持

48
学校文書管理の
推進（小学校）

教育総務
課

学校文書のファ
イリングシステ
ム整備（小学
校）
「同（中学
校） を分割

導入完了時期
平成２２
年３月

平成２２
年３月

2,898

学校文書のファ
イリングシステ
ム維持（小学
校）

維持作業の完
了時期

平成２３
年３月

1,300 8
学校文書管理
の推進

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

49 総
学校文書管理の
推進（中学校）

学校文書の適正管理
学校職

員
内
部

教育総務
課

1,932
適切に事務を行って
いる。成果が上がる
ことが見込まれる。

Ｂ 950 8
学校文書管理
の推進

現状維
持

なし 維持

49
学校文書管理の
推進（中学校）

教育総務
課

学校文書のファ
イリングシステ
ム整備（中学
校）

導入完了時期
平成２２
年３月

平成２２
年３月

1,932

学校文書のファ
イリングシステ
ム維持（中学
校）

維持作業の完
了時期

平成２３
年３月

950 8
学校文書管理
の推進

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

50 総
教育財産の取
得、処分の申出

教育財産（学校教育財産
を除く。）の取得、処分
の申出

教育委
員会職

員

内
部

教育総務
課

未着手 Ｚ 現状維
持

なし
予算
なし

50
教育財産の取
得、処分の申出

教育総務
課

教育財産の取
得、処分の申出

教育財産の取
得、処分の申
出回数

１回 ０回
教育財産の取
得、処分の申出

教育財産の取
得、処分の申
出回数

１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51 総

教育施設及び設
備の災害共済の
総括に関するこ
と

教育施設及び設備の維持
管理

小・中
学校

施
管

教育総務
課

未着手 Ｚ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予算
なし

51

教育施設及び設
備の災害共済の
総括に関するこ
と

教育総務
課

教育施設及び設
備の災害時の対
処

教育設備整備 発生回数 ０回
教育施設及び設
備の災害時の対
処

教育設備整備 発生回数
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

52 総
児童・生徒の安
全対策の充実

学校内外で児童・生徒が
安全で安心して学校生活
が送れるよう委員会内の
安全施策の取りまとめを
行う。

教育委
員会

内
部

教育総務
課 9

児童・生徒の
安全対策の充
実

現状維
持

なし
予算
なし

52
児童・生徒の安
全対策の充実

教育総務
課

各課の安全対策
について調査研
究し、整備をす
すめる。

安全対策のと
りまとめ

3月 9
児童・生徒の
安全対策の充
実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

911,450 911,450 940,977 940,977

実施計画
事業名

教育総務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

教育総務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

701 総
地域活性化・経
済危機対策交付
金事業

事務局管理物品の整備

教育委
員会職
員・学
校職員

内
部

教育総務
課

110
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ

701

地域活性化・経
済危機対策交付
金事業

教育総務
課

教育長室テレビ
の更新

更新台数 １台 １台 110

702 総
学校情報通信技
術環境整備事業
費

小学校管理用物品の整備 小学校
施
整

小・中学校備
品整備（更
新）事業

教育総務
課

36,401
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ

702

学校情報通信技
術環境整備事業
費

　
教育総務

課
小学校教室テレ
ビの更新

整備台数 ３５０台 ３５０台 36,401

703 総
地域活性化・経
済危機対策交付
金事業

小学校管理用物品の整備 小学校
施
整

教育総務
課

13,359
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ

703

地域活性化・経
済危機対策交付
金事業

　
教育総務

課

小学校の教科用
及び管理用備品
の整備

整備校
小学校
１６校

小学校
１６校

13,359

704 総
地域活性化・経
済危機対策交付
金事業

小学校の義務教育教材備
品の整備

小学校
施
整

教育総務
課

2,584
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ

704

地域活性化・経
済危機対策交付
金事業

　
教育総務

課

小学校の義務教
育教材備品の整
備

整備校
小学校
６校

小学校
６校

2,584

705 総
地域活性化・経
済危機対策交付
金事業

中学校の管理用物品の整
備

中学校
施
整

教育総務
課

23,275
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ

705

地域活性化・経
済危機対策交付
金事業

　
教育総務

課

中学校の教科用
及び管理用備品
の整備

整備校
中学校
１３校

中学校
１３校

23,275

706 総
地域活性化・経
済危機対策交付
金事業

中学校の義務教育教材備
品の整備

中学校
施
整

教育総務
課

1,609
適切に事務を行い、
成果が出ている。 Ａ

706

地域活性化・経
済危機対策交付
金事業

　
教育総務

課

中学校の義務教
育教材備品の整
備

整備校
中学校
４校

中学校
４校

1,609

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等に伴う諸現象による同
時多発的災害が発生した
場合に、被害を軽減し、
応急対策活動を部、課と
して迅速に対処する。

全市民
等

義
務

教育総務
課

マニュアルの見直し
を実施した。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

888
災害応急対策活
動

教育総務
課

部の災害対策活
動の総括に関す
こと。

図上訓練及び
マニュアルの
検証及び見直
しの時期

９月及び
３月

９月及び
３月

部の災害対策活
動の総括に関す
こと。

図上訓練及び
マニュアルの
検証及び見直
しの時期

９月及び
３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888
災害応急対策活
動

教育総務
課

部内の連絡調整
及び庶務に関す
こと。（災害等
発生時）

気象その他災
害に関する情
報を部内の該
当各班を招集
し連絡をす
る。

１７５人 ０人

部内の連絡調整
及び庶務に関す
こと。（災害等
発生時）

気象その他災
害に関する情
報を部内の該
当各班を招集
し連絡をす
る。

１６１人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888
災害応急対策活
動

教育総務
課

学校教育関係施
設の被害状況調
査のとりまとめ
及び被害状況の
把握に関するこ
と。（災害等発
生時）

災害現地調査
の実施

小学校１
８校
中学校１
３校

０か所

学校教育関係施
設の被害状況調
査のとりまとめ
及び被害状況の
把握に関するこ
と。（災害等発
生時）

災害現地調査
の実施

小学校１
８校
中学校１
３校

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

911,450 911,450 940,977 940,977

実施計画
事業名

教育総務課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

教育総務課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

888
災害応急対策活
動

教育総務
課

防災拠点施設と
して学校の使用
並びに避難所の
開設及び運営の
協力に関するこ
と。（災害等発
生時）

応急対策に必
要な職員を配
備（教育部職
員）

１７５人 ０人

防災拠点施設と
して学校の使用
並びに避難所の
開設及び運営の
協力に関するこ
と。（災害等発
生時）

応急対策に必
要な職員を配
備（教育部職
員）

１６１人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888
災害応急対策活
動

教育総務
課

茅ヶ崎市内私立
小・中学校、高
校、私立幼稚園
等の被害状況の
情報収集及び情
報提供に関する
こと。（災害等
発生時）

災害現地調査
と各施設への
情報伝達

小学校１
８校／中
学校１３
校／幼稚
園等２０
園、他７
校

０か所

茅ヶ崎市内私立
小・中学校、高
校等の被害状況
の情報収集及び
情報提供に関す
ること。（災害
等発生時）

災害現地調査
と各施設への
情報伝達

小学校１
８校／中
学校１３
校、他７
校

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888
災害応急対策活
動

教育総務
課

本部との連絡調
整に関するこ
と。（災害等発
生時）

復旧計画策定
会議への参加

災害等発
生
０回

０回

本部との連絡調
整に関するこ
と。（災害等発
生時）

復旧計画策定
会議への参加

災害等発
生
０回

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888 総 庁内共通事務
内
部

教育総務
課

適切に事務を進め、
成果が出ている Ａ 現状維

持
なし

999 総 部内調整事務
内
部

教育総務
課

適切に事務を進め、
成果が出ている Ａ 現状維

持
なし


